平成２５年　年頭所感
新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。
化学産業は、自動車産業や電子電気機器産業など多くの産業に部素材を供給し、サプライチェーン上、極めて重要な役割を果たしています。また、創出する付加価値額で全産業中トップの地位を占めるなど、高い競争力を誇っており、まさに我が国の基幹産業です。
しかし、今後の化学産業の見通しは必ずしも順風満帆ではありません。足下では欧州債務危機等による経済の減速が継続しており、アジアの需要の回復は先行きが不透明な状況にあります。また、中長期的には、北米のシェールガスを原料とした価格競争力のある基礎化学製品の供給拡大が見込まれ、中東のエタンを原料とする基礎化学製品と併せ、我が国化学産業の脅威となると考えられます。我が国化学産業は、こうした状況変化を十分に踏まえ、化学製品の高機能・高付加価値化や合理化等により国際競争力を一層強化することが重要です。経済産業省としても、先端設備投資や研究開発等の促進、高いレベルの経済連携の推進など事業環境の整備を進めて参ります。
一方、地球温暖化対策という環境制約に加え、東日本大震災や原発事故を契機にエネルギー制約が顕著化しておりますが、これらは化学産業にとって制約要因である反面、チャンスでもあります。我が国化学産業は、省エネルギーや電力の有効利用に資する高性能な化学製品を供給していくことで、エネルギー・環境面の社会的課題の解決に貢献していくことが可能であると考えています。

経済産業省としても、企業のエネルギー・環境制約への対応を支援することが重要と考えております。

例えば、「次世代型熱利用設備導入緊急対策事業」として、製造業における低温排熱回収・利用設備の導入を支援いたします。我が国の化学プラントは、既に世界的にも高いレベルの省エネルギー水準を達成していますが、排熱の有効活用を図る余地があるのではないかと考えています。

また、電力事業の規制緩和を進め、自家発電を行う工場の間で電力を融通する自己託送の制度化による自家発余剰電力の有効活用の促進を図ることとしています。具体的には、従来同一法人に限定されていた自己託送の対象範囲を、資本関係を有する関連企業やコンビナート内等で原料やユーティリティを融通している企業間に拡大する等の見直しを行っているところです。

さらに、化学産業の環境問題や資源問題への対応を中長期的な観点から支援するため、二酸化炭素と水から太陽エネルギーで化学品を製造する「人工光合成」の研究開発プロジェクトを昨年から開始しました。また、今年からは、バイオマス原料を利用して多様な化学品を生産する技術開発プロジェクトを立ち上げるべく、予算要求を行っているところです。

ところで、東日本大震災により、自然災害に対するサプライチェーン等の脆弱性が顕在化しました。また、化学企業において事故が発生した場合、ユーザー企業への影響は深刻です。その意味で、化学産業はサプライチェーン維持の観点から極めて重要な役割を担っています。皆様におかれましては、引き続き防災体制の強化や、他社の事故を教訓とした対応を改めて行うこと等により、保安確保に万全を期していただけますようお願い申し上げます。 

結びに、本年が皆様にとりまして、一層の御発展、御活躍の年になることを祈念いたします。
経済産業省　化学課長　宮本 昭彦
